
今年６月9日に、入管法が改定されまし
た。改定した理由について、入管庁（法
務省）は、日本に在留する外国籍の人々
の無期限収容・長期収容を回避する
ためと述べています。

しかし、改定法は、収容停止
のために、支援者、弁護士な

どに、生活状況などを管理
・監視し、入管へ報告させ

る「監理人」及び高額の保
証金納付を求めており、

実効性が疑問視されていま
す。仮に、収容が停止され

たとしても、働くことも社会
保障を受けることもできず、生

活の見通しが立たず、無期限
収容の解決につながるとは言い

がたい国際的な水準からはほど遠
い制度に止まっています。

また、改定入管法では、裁判所の司法審査を
経ていないにもかかわらず、難民申請が２回却下さ

れると、迫害を受けたと主張する国への送還強制を可能とす
る制度が設けられたことに対し、難民条約などで規定される「ノン・ル
フールマン原則」に反しているとの批判が国内外から上がっています。

他方、今年３月には、韓国では、憲法裁判所が、日本
と同様の無期限収容は憲法に反すると判断

し、日本とは異なる方向での、収容問
題の解決が期待されています。

近畿弁護士会連合会は、今年
４月１９日に、「政府再提

出の出入国管理及び難民
認定法に反対する理事

長声明」を、６月１３
日に、「出入国管理

及び難民認定法の改
定法の成立に強く抗
議する理事長声明」
をそれぞれ発出しまし
たが、今後も、来年に
施行予定の改定入管法の
問題を指摘し、あるべき入
管法について意見を発信して
いく予定です。

このたび、まずは『入管におけ
る収容問題』をテーマに研究及
び議論を深めるため、左記のと
おり、夏期研修会を開催する運
びとなりました。
ぜひ、ご参加ください。

兵庫県弁護士会館
４階講堂

※オンライン（Zoom）併用
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（神戸市中央区橘通１－４－３）

主催　近畿弁護士会連合会
　　　人権擁護委員会

2023( 令和５)年

９月９日（土）

13:00 ～ 17:00

お申込方法等は裏面へ

プログラム

吉田 維一 弁護士（兵庫県弁護士会）

石田 真美 弁護士
（兵庫県弁護士会）

安藤 由香里 教授
（大阪大学招聘教授・国際人権法）

LEE Hahn Jae（이한재／イ・ハンジェ）弁護士
（所属 Duroo,Association for public interest law)

LEE Hahn Jae 弁護士
安藤 由香里 教授

１）基調報告　「大村入管センター視察報告」

２）韓国・憲法裁判所「憲法不合致」判決　報告

３）国際人権法から見た韓国憲法裁判所の
　　概要と日本の入管法への適用可能性
    について

４）意見交換



仮放免者は在留資格のないまま日本社会で暮らすことになりますが、就労も健康保険への加入も認

められていません。そのため適切な医療を受けることができず死亡するケースも生じています。ま

た、在留資格について裁判を受ける権利を行使することも、訴訟の確定まで２年近くかかることを

考えると容易ではありません。特定非営利法人北関東医療相談会（AMIGOS）が今年３月に公表

した仮放免者生活実態調査の内容からも、仮放免者の生活の困難さがうかがえます。千葉地裁では

外国人の生活保護申請の拒否を問う訴訟の弁論が始まっています。

京都弁護士会は今年３月末、仮放免者に対する生活保障あるいは就労の許可、健康保険への加入資

格の付与などの実現を求める意見書を発出しました。しかし、その意見書の内容を実現するために

は法曹界そして世論の理解と支援が必要です。

そこで、当委員会では『仮放免者の人権保障、入管・難民法制の問題点』をテーマに研究及び議論

を深めるため、夏期研修会を開催する運びとなりましたので、ご案内申しあげます。ふるってご参

加ください。

申 込 方 法

※参加方法により、申込方法等が異なりますので、ご注意ください。

兵庫県弁護士会会場でのご参加の場合

定員：１００名

①完全事前申込制です。申込期限：9 月 6 日（水）まで

　下記の URL または QR コードからお申し込みください。

　

②事前登録完了後、ウェビナー登録完了のメールが届きます。登録完了メールに

　記載されているリンクから、当日はご参加ください。リンクは申込者各人専用

　ですので、当日、登録完了メールが探せるようご準備ください。

　登録完了メールが見つけられない場合は上記 URL または QR コードから再度

　ご登録ください。

オンライン（Zoom）でのご参加の場合

定員：１０００名

https://us02web.zoom.us/webinar/register/

　　　　　　　　　　　　WN_Cpa1QnJGTiK4Fj812zUF0A

本件に関するお問い合わせ先

近畿弁護士会連合会人権擁護委員会事務局（南﨑）

TEL:06-6364-1227　FAX:06-6364-7477

①完全事前申込制です。申込期限：９月４日（月）まで

　下記の URL または QR コードからお申し込みください。

　https://www.osakaben.or.jp/

　　　　　　　　　web/entry/form.php?id=id_64ae2ef23fe10

②先着順になります。

　会場の定員を超えた場合、当日、会場でご参加いただけない場合がありますので、

　あらかじめご了承ください。

③手話通訳あり（完全事前申込制）

　会場参加については、事前申込制で手話通訳を予定しています。

　申込フォームにて受付いたします。


